
1 
 

令和６年度ときがわ町国民健康保険特別会計決算について 

 令和６年度国民健康保険特別会計決算は、歳入総額 15億 1,830万 2,576円か

ら歳出総額 14億 8,464万 7,858円を差し引いた実質収支額が 3,365万 4,718円

となりました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

歳　入 令和6年度平均被保険者数 2,629人

令和５年度

1 国民健康保険税 209,447,176 222,395,762 14.6% 106.2% 84,593

2 使用料及び手数料 0 0 0.0% 0.0% 0

3 国庫支出金 64,000 2,776,000 0.2% 4337.5% 1,056

4 県支出金 1,159,165,530 1,126,771,691 74.2% 97.2% 428,593

5 財産収入 2,000 0 皆減 0.0% 0

6 繰入金 105,337,052 139,172,117 9.2% 132.1% 52,937

7 繰越金 37,391,359 22,791,691 1.5% 61.0% 8,670

8 諸収入 6,385,507 4,395,315 0.3% 68.8% 1,672

合　　計 1,517,792,624 1,518,302,576 100.0% 100.0% 577,521

款

令和６年度

金額（円） 金額（円） 構成比 前年度比
被保険者一人当
たりの金額(円）

歳　出

令和５年度

1 総務費 7,214,205 9,253,437 0.6% 128.3% 3,520

2 保険給付費 1,113,228,597 1,083,928,161 73.0% 97.4% 412,297

3 国民健康保険事業費納付金 341,472,710 338,366,534 22.8% 99.1% 128,705

4 共同事業拠出金 20 0 皆減 0.0% 0

5 保健事業費 19,417,494 20,220,412 1.4% 104.1% 7,691

6 基金積立金 2,000 22,793,000 1.5% 1139650.0% 8,670

7 諸支出金 13,665,907 10,086,314 0.7% 73.8% 3,837

8 予備費 0 0 0.0% － 0

合　　計 1,495,000,933 1,484,647,858 100.0% 99.3% 564,720

款

令和６年度

金額（円） 金額（円） 構成比 前年度比
被保険者一人当
たりの金額(円）

資料 No.２ 
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【各款構成比】 

  

               

  

 

 

   

 

単年度収支差の推移

歳　　　入 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

国民健康保険税 242,088,448 233,363,538 248,923,543 209,447,176 222,395,762

国庫支出金 3,336,000 1,235,000 － 64,000 2,776,000

療養給付費等交付金 － － － － －

前期高齢者交付金 － － － － －

県支出金 1,162,215,683 1,144,141,956 1,225,851,141 1,159,165,530 1,126,771,691

共同事業交付金 － － － － －

一般会計繰入金（法定） 73,252,000 146,270,136 80,400,465 105,337,052 139,172,117

財産収入・諸収入 1,502,190 746,565 745,671 6,387,507 4,395,315

単年度収入 1,482,394,321 1,525,757,195 1,555,920,820 1,480,401,265 1,495,510,885

一般会計繰入金（法定外） 0 0 0 0 0

繰越金 48,532,631 62,555,477 110,459,431 37,391,359 22,791,691

※単年度収入は、歳入の決算額から一般会計繰入金（法定外）・繰越金を除いた額

歳　　出 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

総務費 6,433,751 5,469,106 6,270,143 7,214,205 9,253,437

保険給付費 1,116,795,117 1,089,890,416 1,166,673,156 1,113,228,597 1,083,928,161

後期高齢者支援金等

前期高齢者納付金

老人保健拠出金

介護納付金

国民健康保険事業費納付金 279,688,637 324,454,954 329,475,436 341,472,710 338,366,534

共同事業拠出金 225 20 21 20 0

保健事業費 9,094,565 12,839,135 18,316,398 19,417,494 20,220,412

諸支出金 6,231,180 13,917,610 19,492,738 13,665,907 10,086,314

単年度支出 1,418,243,475 1,446,571,241 1,540,227,892 1,494,998,933 1,461,854,858

基金積立金 50,128,000 31,286,705 88,761,000 2,000 22,793,000

※単年度支出は、歳出の決算額から基金積立金を除いた額

単年度収支差 64,150,846 79,185,954 15,692,928 -14,597,668 33,656,027
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【被保険者の状況】 

区   分 Ｒ５年度末 Ｒ６年度中増減 Ｒ６年度末 
加入割合 

（年度末） 

世 帯 数   1,767世帯    -63世帯   1,704世帯 35.9％ 

被保険者数 2,680人 -131人 2,549人 25.0％ 

R7.3.31現在の町の世帯数と人口 ： 4,750世帯 10,193人 

 

 

 

 

●歳  入 

〇国民健康保険税 

 

  

【令和６年度国民健康保険税収納状況】 （単位：円）

調定額 収入済額 不納欠損分 収入未済額 収納率

現年課税分 一般分 221,928,800 219,148,052 60,300 2,720,448 98.7%

滞納繰越分 一般分 10,171,410 3,247,710 2,692,800 4,230,900 31.9%

計 232,100,210 222,395,762 2,753,100 6,951,348 95.8%
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【令和６年度不納欠損処分状況】

人数 件数（期別） 金額（円）

現年課税分 3 4 60,300

16 139 2,405,500

0 0 0

20 144 2,753,100合計

1 1 287,300滞納繰越分

地方税法第１８条第１項（時効）

事由

地方税法第１５条の7第５項（即時欠損処分）

地方税法第１５条の7第５項（即時欠損処分）

地方税法第１５条の7第４項

（滞納処分の停止が３年間継続し消滅）

【国民健康保険税収納率の推移】 （単位：円）

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

調定額 242,256,200 234,277,000 253,732,300 209,882,800 221,928,800

収納額 238,321,800 230,303,071 245,604,014 206,896,490 219,148,052

収納率 98.38% 98.30% 96.80% 98.58% 98.75%

調定額 7,428,609 6,707,717 6,635,729 10,501,286 10,171,410

収納額 3,766,650 3,060,467 3,319,529 2,550,686 3,247,710

収納率 50.70% 45.63% 50.03% 24.29% 31.93%

調定額 249,684,809 240,984,717 260,368,029 220,384,086 232,100,210

収納額 242,088,450 233,363,538 248,923,543 209,447,176 222,395,762

収納率 96.96% 96.84% 95.60% 95.04% 95.82%

現年度分

滞納繰越分

合計
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○国庫支出金 

【国庫補助金】 

  ①社会保障・税番号制度システム整備費等補助金  2,776,000円 

 

○県支出金 

保険給付費等交付金 

   

  

 

 

 

 

 

 

1-1.普通交付金  

都道府県の条例で定めるところにより、市町村が行った保険給付の実績に応じ、

市町村からの交付申請に基づき、その同額が交付される。 

市町村は受け取った交付金を保険給付費に充てる。 
 

2-2.保険者努力支援交付金分  

国の定めた評価指標に基づき、医療費の適正化に向けた取組等に対する交付金。 

（特定健診受診率評価、国保税徴収率評価、糖尿病重症化予防対策事業の取組、データ

ヘルス計画の実施状況、医療費通知・ジェネリック医薬品差額通知の取組など） 
 

2-3.特別調整交付金分  

特別事情による財政負担増等の理由により交付される国の特別調整交付金。 

非自発的失業者に係る国保税減免 122,000円、その他特別事情 1,607,000円 

 その他特別事情＝保険者努力支援分、新型コロナウイルス対応、被扶養者減免ほか 

 

2-4.県繰入金（２号分）  

市町村の特別な事情に要する費用として医療費適正化の取組や国保税徴収率等に

対する交付金。 

（健康づくり推進 1,514,000円、保健事業評価 1,047,000円、徴収率評価 

10,967,000円など） 

 

2-5.特定健康診査等負担金  

市町村が行う特定健診及び特定保健指導に要する費用に対する国及び県の交付

金。（補助額 国 1/3 県 1/3） 

 

1.普通交付金 1.普通交付金 1,094,133,691円 

2.特別交付金 

2.保険者努力支援交付金分 9,688,000円 

3.特別調整交付金分 4,247,000円 

4.県繰入金（２号分） 14,816,000円 

5.特定健康診査等負担金 3,887,000円 

合        計 1,126,771,691円 
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○繰入金 

【一般会計繰入金（法定繰入金）】 

1.保険基盤安定繰入金（保険税軽減分） 36,995,700円 

2.保険基盤安定繰入金（保険者支援分） 21,275,217円 

3.未就学児均等割保険税繰入金 508,120円 

4.産前産後保険税繰入金 46,174円 

5.出産育児一時金等繰入金 1,333,333円 

6.国保財政安定化支援事業繰入金 13,096,573円 

7.事務費繰入金 6,829,000円 

合     計 80,084,117円 

 

1･2.保険基盤安定繰入金  

保険税負担の緩和を図るとともに、国保の財政基盤の安定に資するための繰入金。 

保険税軽減に対する繰入金(保険税軽減分)と、所得の少ない者の人数(減免対象人

数)に応じた繰入金(保険者支援分)。 

 

3.未就学児均等割保険税繰入金  

国民健康保険における未就学児である被保険者が属する世帯の保険税負担の軽減

のための繰入金。 

 

4.産前産後保険税繰入金  

  国民健康保険における出産する予定の被保険者又は出産した被保険者が属する世

帯の保険税負担の軽減分を一般会計から繰り入れる。 

法第 72条の 3の 3第 1項の規定に基づく繰入金 46,174円 

 

5.出産育児一時金等繰入金  

保険給付のうち、出産育児一時金に要する経費。 

繰入金額は、出産育児一時金支出総額（見込み）の 2/3。 

 

6.国保財政安定化支援事業繰入金  

国費と保険税で賄う国保財政の基本原則を踏まえつつ、保険者の責に帰すること

ができない特別の事情に基づくと考えられる要因に限定して一般会計より繰入れる。 

①被保険者の応能割保険税の負担能力が不足していること 7,014,163円 

②高齢者が特に多いこと                6,082,410円 

 

7.事務費繰入金  

事務経費相当分として一般会計から繰り入れる。 
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●歳  出 

○保険給付費 

 

 

 

※総医療費とは、医科、歯科、調剤、訪問看護療養費、入院時食事療養費、補装具・ 

はり・灸・マッサージ等の療養費の総額（費用額） 

 

【保険給付費（保険者負担分）】

件数 令和６年度 【参考】令和５年度

1 療養給付費 47,103件 918,614,533円 943,197,026円

2 療養費 1,102件 7,804,936円 10,494,307円

3 高額療養費 2,589件 151,604,722円 155,213,338円

4 高額介護合算療養費 5件 161,830円 113,603円

5 移送費 0件 0円 0円

6 出産育児一時金 4件 2,000,000円 1,000,000円

7 葬祭費 39件 1,950,000円 1,350,000円

8 傷病手当金 0件 0円 0円

9 審査支払手数料 1,792,140円 1,860,323円

合      計 1,083,928,161円 1,113,228,597円

一人当たり医療費の状況

H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

県内順位 4位 １位 ３位 ４位 １位 ３位 ３位

総医療費 387,242円 423,829円 410,296円 412,311円 455,201円 460,643円 474,633円

前年度比 50,089円 36,587円 -13,533円 2,015円 42,890円 5,442円 13,990円
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令和６年度「KDB　　医療費分析（２）大、中、細小分類」　から （単位：％）

その他の心疾患 7.9 その他の内分泌、栄養及び代謝障害 11.1
その他の循環器系の疾患 3.2 糖尿病 9.2
脳内出血 2.7 脂質異常症 3.7
その他の悪性新生物〈腫瘍〉 6.8 その他の悪性新生物〈腫瘍〉 5.1
白血病 3.2 気管、気管支及び肺の悪性新生物〈腫瘍〉 2.9
胃の悪性新生物〈腫瘍〉 1.7 乳房の悪性新生物〈腫瘍〉 1.3
統合失調症、統合失調症型障害及び妄想性障害 5.7 腎不全 11.5
気分（感情）障害（躁うつ病を含む） 2.8 その他の腎尿路系の疾患 0.6
その他の精神及び行動の障害 1.9 前立腺肥大（症） 0.3
その他の神経系の疾患 3.5 高血圧性疾患 5.2
脳性麻痺及びその他の麻痺性症候群 2.7 その他の心疾患 4.6
てんかん 1.4 虚血性心疾患 1.0

循環器 11.9神経 8.3

精神 11.5 尿路性器 13.0

新生物 17.6

入　　　　　　　　院 外　　　　　　　　来

新生物 14.0

内分泌 24.6循環器 19.3

入院 外来

循環器 19.3% 内分泌 24.6%

新生物 17.6% 新生物 14.0%

精神 11.5% 尿路性器 13.0%

神経 8.3% 循環器 11.9%

尿路性器 7.4% 筋骨格 6.2%

筋骨格 7.3% 眼 5.9%

損傷中毒 6.5% その他 24.4%

その他 22.1%
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  令和５年度と令和６年度の療養給付費等を比較すると、合計で 3,700万円以上減少

している。 

特に入院外については 1,600万円を超える減少となっている。 

 

○国民健康保険事業費納付金 

【国民健康保険事業費納付金】 

1.医療給付費分 225,750,568円 

2.後期高齢者支援金等分 86,513,935円 

3.介護納付金分 26,102,031円 

合   計        338,366,534円 

平成 30年度から国保を都道府県単位化し、県が財政運営の責任主体となり、安定的

な財政運営や効果的な事業運営に中心的な役割を担い制度の安定化を図る。 

このため、市町村が支払う保険給付費の全額を県が市町村に交付することとなり、

その財源として市町村が県に国保事業費納付金を支払う。 

 

 

令和５年度療養給付費等の内訳 令和６年度療養給付費等の内訳

件数(件) 日数(日) 費用額(円) 件数(件) 日数(日) 費用額(円)

入院 一般 721 12,829 478,260,020 入院 一般 749 13,019 469,760,181

入院外 一般 25,779 36,620 409,494,458 入院外 一般 24,500 34,492 392,952,415

歯科 一般 7,292 11,541 88,105,570 歯科 一般 7,276 11,153 90,062,534

調剤 一般 15,084 (17,862枚) 262,704,675 調剤 一般 14,407 (16,747枚) 245,161,161

食事 一般 (691) (34,122回) 22,466,056 食事 一般 (708) (33,780回) 23,208,679

訪問看
護

一般 159 1,054 10,735,610
訪問看

護
一般 171 1,382 16,370,880

療養費 一般 1,057 0 13,889,572 療養費 一般 1,092 0 10,293,529

50,092 62,044 1,285,655,961 48,195 60,046 1,247,809,379合　　　計 合　　　計
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○諸支出金 

【償還金利子及び還付加算金】 

 

 

保険給付費等交付金償還金 9,106,719円 

・令和５年度保険給付費等交付金（普通交付金）再精算 4,058,311円 他 

 

 

 

【保健事業費】

特定健診等事業費 17,422,681円

基本健診委託料 8,569,173円 健康診査に係る委託料

集団健診：668人　　個別健診：155人

人間ドック委託料 2,965,000円 人間ドック等に対する助成金

人間ドック補助金 198,400円 人間ドック：111人　併診ドック：13人

保健事業推進委託料 196,624円 特定保健指導積極的支援に係る委託料

7名（初回のみ3名、終了4名）※対象者20名

業務委託料 3,914,083円 特定健診受診率向上対策事業等

需用費・役務費等 1,579,401円 封筒印刷代・郵送料等

生活習慣病重症化予防対策事業 1,007,265円 国保連合会の埼玉県共同事業（52市町参加）

受診勧奨事業対象者：15件

保健指導事業対象者：43件（1名参加）

健康づくり推進事業 569,086円 TOKIGAWA　Study

　　　（城西大学と連携した食に関する事業）

参加者　　国保504人　　後期256人　　その他16人

アンケート結果　回収率　25％

TOKIフィット事業　事業実施者数　84人

うち、国保32人

保健衛生普及費 1,074,380円 レセプト点検や医療費通知に係る経費

保養施設費 147,000円 保養施設利用者補助金（1泊3,000円補助）

利用補助：50件

20,220,412円合　　　　計

保険税還付金 867,700円 

還付加算金 1,100円 

保険給付費等交付金償還金   

  普通交付金前年度精算金等 9,106,719円 

その他償還金 4,000円 

合    計 9,979,519円 



11 
 

 

 

 

・事務費の精算 

  

 

【繰出金】 

1.一般会計繰出金  

 事務費の精算 106,795 円 


